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　このたび，新たに土木・環境系の教科書シリーズを刊行することになった。

シリーズ名称は，必要不可欠な内容を含む標準的な大学の教科書作りを目指す

との編集方針を表現する意図で「土木・環境系コアテキストシリーズ」とし

た。本シリーズの読者対象は，我が国の大学の学部生レベルを想定している

が，高等専門学校における土木・環境系の専門教育にも使用していただけるも

のとなっている。

　本シリーズは，日本技術者教育認定機構（JABEE）の土木・環境系の認定

基準を参考にして以下の 6分野で構成され，学部教育カリキュラムを構成して

いる科目をほぼ網羅できるように全 29 巻の刊行を予定している。

　　　A分野：共通・基礎科目分野 

　　　B分野：土木材料・構造工学分野　

　　　C分野：地盤工学分野 

　　　D分野：水工・水理学分野 

　　　E分野：土木計画学・交通工学分野 

　　　F分野：環境システム分野 

　なお，今後，土木・環境分野の技術や教育体系の変化に伴うご要望などに応

えて書目を追加する場合もある。

　また，各教科書の構成内容および分量は，JABEE認定基準に沿って半期 2

単位，15 週間の 90 分授業を想定し，自己学習支援のための演習問題も各章に

配置している。

　従来の土木系教科書シリーズの教科書構成と比較すると，本シリーズは，A

刊行の
ことば
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分野（共通・基礎科目分野）に JABEE認定基準にある技術者倫理や国際人英

語等を加えて共通・基礎科目分野を充実させ，B分野（土木材料・構造工学分

野），C分野（地盤工学分野），D分野（水工・水理学分野）の主要力学 3分野

の最近の学問的進展を反映させるとともに，地球環境時代に対応するため E

分野（土木計画学・交通工学分野）および F分野（環境システム分野）にお

いては，社会システムも含めたシステム関連の新分野を大幅に充実させている

のが特徴である。

　科学技術分野の学問内容は，時代とともにつねに深化と拡大を遂げる。その

深化と拡大する内容を，社会的要請を反映しつつ高等教育機関において一定期

間内で効率的に教授するには，周期的に教育項目の取捨選択と教育順序の再構

成，教育手法の改革が必要となり，それを可能とする良い教科書作りが必要と

なる。とは言え，教科書内容が短期間で変更を繰り返すことも教育現場を混乱

させ望ましくはない。そこで本シリーズでは，各巻の基本となる内容はしっか

りと押さえたうえで，将来的な方向性も見据えた執筆・編集方針とし，時流に

あわせた発行を継続するため，教育・研究の第一線で現在活躍している新進気

鋭の比較的若い先生方を執筆者としておもに選び，執筆をお願いしている。

　「土木・環境系コアテキストシリーズ」が，多くの土木・環境系の学科で採

用され，将来の社会基盤整備や環境にかかわる有為な人材育成に貢献できるこ

とを編集者一同願っている。

　2011 年 2 月

　編集委員長　日下部　治　
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　交通とは人や物の空間的な移動である。交通計画の役割は，交通が直面して

いるさまざまな課題を解決し，将来にわたって安全，円滑，快適なサービスを

提供できるよう，交通施設の整備・運用方策を示すことである。

　近年のわが国は，人口減少化の進展や高齢社会の到来，厳しい財政状況など

社会経済情勢が大きく変化し，また災害リスクも増大・顕在化している。した

がって，国や地方自治体等においては，国民の安全・安心の確保と同時に，地

域の活力を維持・向上させる交通計画の策定が求められている。本書はこのよ

うな時代背景を踏まえ，交通計画にかかわる基礎的知識を中心に説明するとと

もに，最新の動向についても適宜触れるように配慮している。

　本書は 10 章から構成されている。1章では，交通を取り巻く社会経済情勢

を概観し，これまでの輸送動向や都市内および都市間の交通の特徴を示してい

る。2章では，交通計画の種類や計画の策定プロセスなどの基本事項を説明し

た後，上位計画である国土形成計画や社会資本整備重点計画を紹介している。

　3章および 4章では，実際に交通計画を策定する上で不可欠な統計調査と需

要予測について，詳しく解説している。このうち交通統計調査は，現状の把握

はもとより，将来需要の予測においても重要な役割を持つものである。

　5章から 7章では，道路，鉄道やバス等の都市内公共交通，高速道路や新幹

線などの都市間交通の個別計画について，内容や手順などを紹介している。続

く 8章では交通と環境のかかわりについて，9章では交通における安全・安心

の確保について取り上げている。このうち 9章では，最近重要性が高まってい

る自転車交通についても触れている。最後の 10 章では，ICT（情報通信技術）
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の進展と交通のあり方について述べている。

　本書では以上の内容について，学生諸子が将来，国や地方自治体，コンサル

タント等において交通計画の業務に従事する際に，最低限知識として持ってお

いてほしい内容や方法を網羅するように心掛けた。また，交通計画は官公庁等

の採用試験や種々の資格試験においても出題されており，これらの対策も念頭

に置いた。本書がその一助となれば，筆者としてこの上ない喜びである。

　最後に，本書の執筆にあたっては，筆者が学生時代に受けた授業の内容やそ

の後のシンクタンクにおける実務経験，現在の大学での講義をベースとしてい

る。これまでご指導をいただいた方々をはじめ，講義の受講生の皆さんに心よ

り感謝申し上げます。また，本シリーズの編集委員の京都大学教授小林潔司先

生には，原稿に対して有益なご指摘をいただきました。コロナ社の皆様には，

刊行に至るまでたいへんお世話になりました。この場をお借りして厚く御礼申

し上げます。

　2012 年 8 月

 金子 雄一郎　
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◆本章のテーマ

　本章では，わが国の社会と交通の現状に関し，まず，人口動態と経済動向について
述べる。つぎに，都市圏内の交通と都市間交通について，既存の交通統計調査の結果
を基にその特徴を述べる。さらに，交通社会資本の整備状況と今後の課題についても
触れる。

◆本章の構成（キーワード）

1.1 社会経済動向
 　人口減少，高齢化，GDP
1.2 旅客・貨物の輸送動向
 　輸送人数，輸送人キロ，輸送トン数，輸送トンキロ
1.3 都市圏交通の現状
 　総トリップ数，一人当りトリップ数
1.4 都市間交通の現状
 　幹線交通
1.5 交通社会資本の整備状況
 　事後保全型管理，予防保全型管理

◆本章を学ぶと以下の内容をマスターできます

　☞　交通を取り巻く社会経済の動向
　☞　都市圏交通，都市間交通の現状

1章
社会と交通の現状
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2　 　1 .　社会と交通の現状　

1.1 社会経済動向1）

1 .1 .1　人　口　動　態

　わが国の人口は，近年まで増加の一途をたどってきた。具体的には図 1 .1に

示したとおり，第二次世界大戦後の 1950（昭和 25）年に 8 411 万人であった

のが，50 年後の 2000（平成 12）年には 1億 2 693 万人まで増加した。しかし，

2004（平成 16）年に減少に転じ，2055 年には 8 993 万人と 2004 年の約 7割に

なると推計されている。このように，わが国はかつて経験したことがない人口

減少社会を迎えている状況にある。

　人口については，規模だけでなくその構造，すなわち世代構成も変化してい

る点に留意する必要がある。例えば，全人口の平均年齢は 1960（昭和 35）年

に約 29 歳，1980 年に約 34 歳であったが，2008（平成 20）年時点では約 44 歳

となっており，高齢化が急速に進展していることがわかる。

　図 1 .2は，1920 年から 2035 年までの期間を対象に，年少人口（14 歳以下），

生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下），老年人口（65 歳以上）の別に，三大都
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資料）　総務省「国勢調査」，「人口推計」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
　　 人口（2006 年 12 月推計）」，国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」
　　 （1974 年）より国土交通省が作成。
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図 1 .1　日本の人口の超長期推計1）

コ
ロ
ナ
社



　1 .1　社 会 経 済 動 向　 　3

市圏と地方圏の人口推移を示したものである。生産年齢人口は三大都市圏を中

心に増加してきたが，1995（平成 7）年頃に減少に転じている。また，年少人口

も，1980（昭和 55）年頃以降減少している。一方，老年人口は一貫して増加して

おり，2035 年頃には，三大都市圏に居住する高齢者が地方圏の居住する高齢者

を上回ると推計されている。また，図 1 .3は，都道府県別の高齢化率を示した

ものである。現在は地方圏を中心に高齢化率が高いものの，2035 年には東京都

で 30 .7　％となるなど，三大都市圏でも高齢化率は高くなると推計されている。

　このように今後は，大都市圏においても高齢化が大きな問題になると想定さ

れることから，交通計画策定の際にはこれらの点に留意する必要がある。
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0
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三大都市圏の人口〔百万人〕

地方圏で増加

三大都市圏で増加
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老年人口
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15～64 歳人口
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（注）　図は，年少人口，生産年齢人口，老年人口の別に，横軸に
三大都市圏の人口，縦軸に地方圏の人口をとり，1920 年から
2035 年まで原則として 5 年ごとにその値を点でおき，それを
線でつないだもの。例えば，右上に 45 度の角度で推移する場
合，三大都市圏と地方圏で人口が同数増加していることにな
る。

資料）　国立社会保障・人口問題研究所「人口推計」より国土交通
省が作成。
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4　 　1 .　社会と交通の現状　

1 .1 .2　経　済　動　向

　わが国の経済は，戦後の高度成長期を経て，現在では低成長期に入ってい

る。図 1 .4は，ここ 30 年間の GDP（gross domestic product：国内総生産）

の成長率の推移を示したものであるが，1990 年代前半を境に成長率が低下に

転じており，また，名目 GDP（実際に市場で取引されている価格に基づいて

推計された値）が実質 GDP（名目 GDPから，ある年からの物価の上昇・下落

分を取り除いた値）を下回るなど基調が変化している。また，2008（平成 20）

年および 2009（平成 21）年には，サブプライムローン問題を端緒とする世界

的な経済危機により，急激な落ち込みとなっている。
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資料）　内閣府資料より国土交通省が作成。

図 1 .4　GDP成長率の推移1）

図 1 .3　都道府県別の高齢化率1）
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資料）　国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010）」より国土交通省が作成。
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　5　1 .2　旅客・貨物の輸送動向　

　一方，国民の豊かさを表す指標でもある一人当りの名目 GDPの推移を示し

たものが，図 1 .5である。1990 年代後半以降は頭打ちとなっており，経済協

力開発機構（Organization for Economic Cooperation and Development，OECD）

諸国における順位も，1993（平成 5）年の 2位から 2008（平成 20）年の 19 位

へと低下している。

　このような状況を踏まえ，今後わが国の持続的な成長に資する交通社会資本

の整備と活用が重要な課題である。

1.2 旅客・貨物の輸送動向

1 .2 .1　輸　　送　　量

　わが国の旅客輸送の動向については，図 1 .6および図 1 .7に示したとおり，

輸送人数，輸送人キロとも乗用車等が最も多く，次いで鉄道となっている。航

空は輸送人数ベースでは少ないものの，おもに長距離の移動を担っていること

から，輸送人キロベースではバスと並ぶ水準となっている。バスの輸送人数お

よび輸送人キロは長期的に低下していたが，近年ではやや下げ止まりの傾向が

見られる。

　一方，貨物輸送の動向については，図 1 .8および図 1 .9に示したとおり，輸
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（注 1）　図に記された順位は，OECD諸国における一人当りの名目 GDPの順位。
（注 2）　総人口は毎年 10 月 1 日現在。
資料）　内閣府「国民経済計算確報」，総務省「人口推計」より国土交通省が作成。

図 1 .5　一人当りの名目 GDPの推移1）
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6　 　1 .　社会と交通の現状　
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図 1 .6　輸送機関別の国内旅客輸送量（輸送人数）

（注 1）　航空および旅客船の輸送量は定期・不定期計である。
（注 2）　鉄道のうち，JRの昭和 61 年度までは国鉄の数値である。
（注 3）　昭和 62 年度以降の乗用車等の数値は軽自動車および貨物自動車による輸送を含む。
出典：国土交通省編：平成 21 年度　国土交通白書　参考資料編を基に作成。
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図 1 .7　輸送機関別の国内旅客輸送量（輸送人キロ）

（注 1）　航空および旅客船の輸送量は定期・不定期計である。
（注 2）　鉄道のうち，JRの昭和 61 年度までは国鉄の数値である。
（注 3）　昭和 62 年度以降の乗用車等の数値は軽自動車および貨物自動車による輸送を含む。
出典：国土交通省編：平成 21 年度　国土交通白書　参考資料編を基に作成。
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